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ＰＯＳデータを用いた分析の概要

○これまでの取り組み

• ＰＯＳデータに基づく小売価格指標（株式会社ナウキャスト提供）を用いて、小売価格と小売
店の売上高及び景気循環との関係性等について分析を行った。主な分析結果は以下のと
おり。

- 小売価格と小売店の売上高との間には正の相関が確認でき、小売店が需要に応じて価格を調整
している可能性が示唆される。

- 小売価格と景気循環との間には有意な相関が確認できる。

- 小売価格をもとに作成したヒストリカルＤＩによる景気循環と内閣府経済社会総合研究所が認定し
ている景気基準日付との整合性を調べたところ、検証期間における合致率は６割程度となった。

※ 詳細は、本年７月に公表した、藤田（2017）「ＰＯＳデータを用いた経済分析の試み－小売価格と景気動向との関係性
の検証－」内閣府経済財政分析ディスカッション・ペーパー（DP17-4）を参照のこと。

• 今後は、これまでの取り組みを踏まえ、ＰＯＳデータの品目レベルのデータを用いた分析を
行い、ＰＯＳデータのさらなる利用可能性を検討する。

○今後の取り組み
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小売価格と小売店の売上高との関連性

（備考）１．ナウキャスト提供データにより作成。売上高と各物価系列ともに３か月後方移動平均値。
２．売上高と各物価系列の関係性について、各々の上下５％を除いて回帰しても、変数間の関係および係数の有意性は変わらなかった。
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小売店の価格設定行動と景気指標との間の相関関係

• 通常価格効果、特売価格効果ともに、各景気指標との相関関係が確認できる。

• いずれもＣＩと正の相関があり、概ね景気拡大局面では通常価格の上昇、特売の縮小、景気後退
局面では逆の動きがみられる。

（備考）１．内閣府「景気動向指数」、総務省「労働力調査」、「消費者物価指数」、厚生労働省「職業安定業務統計」、「毎月勤労統計」、
経済産業省「鉱工業指数」、「商業動態統計調査」、日本銀行「マネタリーベース」、ナウキャスト提供データにより作成。

２．点線は有意水準５％ライン。
３．ＣＰＩ、マネタリーベース、商販（小売業）は前年比、それ以外は水準（季節調整値）。
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通常価格の改定頻度、改定幅と景気指標との相関

（備考）１．内閣府「景気動向指数」、総務省「労働力調査」、「消費者物価指数」、厚生労働省「職業安定業務統計」、「毎月勤労統計」、
経済産業省「鉱工業指数」、「商業動態統計調査」、日本銀行「マネタリーベース」、ナウキャスト提供データにより作成。

２．点線は有意水準５％ライン。
３．ＣＰＩ、マネタリーベース、商販（小売業）は前年比、それ以外は水準（季節調整値）。
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景気循環と小売価格との関係

• 小売価格をもとに、ヒストリカルＤＩ（小売価格の５系列のうち景気拡張局面にある系列の割
合）を作成したところ、内閣府経済社会総合研究所が設定している景気循環との合致率は、
６割程度となった。

（備考）１．内閣府、ナウキャスト提供データにより作成。検証期間は1992年～2012年までの21年間（252か月間）。
２．ヒストリカルＤＩは、通常価格改定頻度（上方・下方）、通常価格改定幅（上方・下方）、特売価格の５系列をもとに作成。

小売価格によるヒストリカルＤＩの精度
（ＤＩが40以下のときを景気後退期とみなす場合）

小売価格によるヒストリカルＤＩの精度
（ＤＩが20以下のときを景気後退期とみなす場合）

景気拡張期 景気後退期

景気拡張期 103 25 合致率

景気後退期 72 52 61.5
小売価格

内閣府

景気拡張期 景気後退期

景気拡張期 136 51 合致率

景気後退期 39 26 64.3

内閣府
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【具体的な取組の方針】
 ビッグデータを活用した経済指標等の開発に当たっては、景気動向把握の向上

に資するよう考慮するとともに、既存統計で把握できていない経済活動の把握
に努める。 （関連府省）

 ビッグデータを用いた新たな景気動向把握のための指標として、POSデータを
きめ細かく分析に利用する手法の開発に向けた検討を行う。

（内閣府）

 物流データを活用した地域間の移出入の動向把握に向けて、調査機関と連携し
て研究を進める。 （内閣府）

○景気動向把握におけるビッグデータの活用

 早期かつ精緻な景気動向把握に資するビッグデータの活用の推進

（参考）「統計改革の基本方針」（抜粋）
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